
  

  

第第３３  福福祉祉医医療療部部門門  

    





 

施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

老
人
福
祉
施
設
等 

  
老人福祉

施設設置

費補助金 

 
 
 
 

社
会
福
祉
法
人
等 
 

 
養護老人ホームの創設、

増築及び改築事業 

  
県単 

 
定額 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80% 

 
 

 
＜対象施設＞ 

設備基準を満たす養護老人ホーム 

精神上又は環境上の理由およ び経済的理由によ り 居宅において

養護を受ける こ と が困難な 65 歳以上の方が入所する 施設 

 
＜補助対象事業費＞ 

本体工事費 定員×1, 450 千円 

 

 
老人福祉法 
 
養護老人ホ

ームの設備

及び運営に

関する 基準

( 設備基準)  
 
愛知県老人

福祉施設等

設置費補助

金交付要網 
 

 
高齢福

祉課 

 

 
特別養護老人ホームの創

設、 増築及び改築事業 

  
県単 

 
定額 

 
介護サー

ビ ス 事業 
<充当率> 
100% 

  
＜対象施設＞ 

設備基準を満たす特別養護老人ホーム 

身体上又は精神上の障害がある ために常時に介護を必要と する

介護保険上の要介護者であって、 家庭において介護を受ける こ と

が難し い方が入所する 施設 

 
＜補助対象事業費＞ 

本体工事費 定員×3, 700 千円 

 

 
老人福祉法 
 
特別養護老

人ホームの

設備及び運

営に関する

基準( 設備

基準)  

 
愛知県老人

福祉施設等

設置費補助

金交付要網 
 

 
高齢福

祉課 

 
軽費老人ホーム（ ケアハ

ウ ス ） の創設事業 

  
県単 

 
定額 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80% 

  
＜対象施設＞ 

設備基準を満たす軽費老人ホーム（ ケアハウ ス ）  

低額な料金で家庭環境や住宅事情等の理由によ り 生活する こ と が

難し い 60 歳以上の方が入所する 施設 

 
＜補助対象事業費＞ 

本体工事費 定員×3, 206 千円 

 

 
老人福祉法 
 
軽費老人ホ

ームの設備

及び運営に

関する 基準

( 設備基準） 
 
愛知県老人

福祉施設等

設置費補助

金交付要網 
 

 
高齢福

祉課 

 
介護老人保健施設の創

設、 改築及び改修事業 

  
県単 

 
定額 

 
介護サー

ビ ス 事業 
<充当率> 
100% 

  
＜対象施設＞ 

設備基準を満たす介護老人保健施設 

医療ケアと 日常生活サービ ス を併せて提供する 施設 

 
＜補助対象事業費＞ 

本体工事費 25, 000 千円（ 基準額）  

 

 
介護保険法 
 
介護老人保

健施設の人

員、 施設及

び設備並び

に運営に関

する 基準

( 設備基準） 
 
愛知県老人

福祉施設等

設置費補助

金交付要綱 
 

 
高齢福

祉課 

 
介護施設

等防災対

策事業費

補助金 

社
会
福
祉
法
人
等 

 

 
既存の介護施設等におけ

る 国土強靭化対策事業と

一体的に行う 大規模修繕

等、 非常用自家発電設備

整備、 給水設備整備及び

水害対策強化事業等の防

災・ 減災対策に係る 整備

に対する 補助 

 
国直 

 
対象経費

等の 1/3

又は 1/2 

 
 
 

 
県複 

 
対象経費

等の 1/3

又は 1/4 
 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80% 

  
＜対象施設＞ 

国土強靭化対策事業と 一体的に行う 大規模修繕等、 非常用自家発

電設備整備、 給水設備整備及び水害対策強化事業等の防災・ 減災対

策を実施する 介護施設等 

 
＜補助額＞ 

 次の各項を比較し 低い方に補助率（ 2/3 又は 3/4） を乗じ た額 

ア 総事業費から 寄附金その他収入額を控除し た額 

イ  対象経費の実支出額と 補助基準単価を比較し て少ない方の額 

 
地域介護・

福祉空間整

備等施設整

備交付金交

付要綱 

 
愛知県介護

施設等防災

対策事業費

補助金交付

要綱 

 
高齢福

祉課 

 
 

児
童
福
祉
施
設
等 

 
 

 
次世代育

成支援対

策施設整

備交付金 

 

市
町
村 

 
助産施設、 乳児院、 母子

生活支援施設、 児童館、

児童養護施設、 児童心理

治療施設、 児童自立支援

施設、 児童家庭支援セン

タ ー、 地域子育て支援拠

点事業所、 利用者支援事

業所、 産後ケア事業を行

う 施設、 子育て支援のた

めの拠点施設、 市町村子

ども 家庭総合支援拠点、

一時保護施設、 職員養成

施設、一時預かり 事業所、

子育て短期支援事業所、

児童育成支援拠点事業

所、 こ ども 家庭センタ ー

の創設、 増築、 改築等 

  
国直 

 
交付基礎

額等の

1/2 

（ 施設地

域分散化

等加速化

プラ ンの

採択等の

条件を満

たす乳児

院、 児童

養護施設

は交付基

礎額等の

2/3）  

 
（ 児童館

は交付基

礎額等の

1/3）  

 
 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80% 

  
＜補助対象＞ 

交付基礎額 工事請負契約等を締結する 単位ごと に要綱で定める

基準によ り 算出し た合計基礎点数に 1, 000 円を乗じ た額 

 
〇 対象と なる 施設は、児童福祉法第 35 条第３ 項に規定さ れる も の

等 

 

 
次世代育成

支援対策施

設整備交付

金交付要綱 
 
愛知県児童

福祉施設等

施設整備費

補助金交付

要綱 

 
児童家

庭課 

 
子育て

支援課 
 
健康対

策課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事
業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

児
童
福
祉
施
設
等 

  
就学前教

育・ 保育施

設整備交

付金 

市
町
村 

 
市町村が設置する 認定こ

ども 園（ 幼稚園部分に限

る ） 小規模保育事業所及

び乳児等通園支援事業所

の施設整備事業に対し

て、 補助対象経費等の一

部を補助する も の。  

 
国直 

 
補助対象

経費等の

1/ 2 
 
( 保育提

供体制の

確保のた

めの実施

計画の採

択等の条

件を満た

す市町村

の場合は

2/ 3)  
 
( 過疎地

域自立促

進市町村

計画に基

づく 事業

及び山村

振興計画

に基づく

事業の場

合は

5. 5/ 10)  
等 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80% 

  
＜補助対象経費＞ 

交付要綱別表で定める 工事費又は工事請負費、 工事事務費、 実施

設計に要する 費用等 

 
＜交付額＞ 

交付額は次の各項を比較し 低い方の額と する  

ア 総事業費から 寄附金その他収入額を控除し た額と 、 補助対象

経費の実支出額を比較し ていずれか低い方に国の負担割合を乗

じ た額 

イ  交付要綱別表に定める 基準額の合計額 

 
〇 小規模保育事業所 

児童福祉法第６ 条の３ 第 10 項に規定する 施設 

 

 
就学前教

育・ 保育施

設整備交付

金交付要綱 

 
子育て

支援課 

 
放課後児

童ク ラ ブ

整備費補

助金 

市
町
村 

  
地域における 子育てし や

すい環境の整備促進を図

る こ と を目的と し 、 市町

村等が設置する 放課後児

童ク ラ ブ整備の費用を補

助する こ と によ り 子育て

支援施策の推進を図る も

の。  

 
国直 

 
補助基本

額の 1/3 

 
（ 国庫補

助率の嵩

上げの対

象と なる

場合は

2/3） 等 

 

 
県複 

 
補助基本

額の 1/3 
 
（ 国庫補

助率の嵩

上げの対

象と なる

場合は

1/6） 等 

 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜補助基本額＞ 

次の各項を比較し 低い方の額と する 。  

ア 総事業費から 寄附金、 その他収入額を控除し た額 

イ  補助対象経費（ 交付要綱別表で定める 工事費又は工事請負費、

工事事務費等） の実支出額 

ウ  交付要綱別表に定める 基準額の合計額 

 
○ 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する 基準によ り 整

備さ れる も のが対象 

 
 

 
子ど も ・ 子

育て支援施

設整備交付

金交付要綱 
 
愛知県子ど

も ・ 子育て

支援整備補

助金交付要

綱 

 
子育て

支援課 

 
放課後児

童ク ラ ブ

設置促進

事業費 

市
町
村 

  
小学校の余裕教室等の既

存施設を改修し て放課後

児童ク ラ ブを整備する た

めに必要な経費に対し て

補助する も の。  

 
国直 

 
補助基本

額の 1/3 

 

 
県複 

 
補助基本

額の 1/3 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜補助基本額＞ 

 次の各項を比較し 低い方の額と する 。  

ア 総事業費から 寄付金、 その他収入額を控除し た額 

イ  補助対象経費（ 交付要綱別紙で定める 事業の実施に必要な経

費） の実支出額 

ウ  交付要綱別紙に定める 基準額 

 
子ど も ・ 子

育て支援交

付金交付要

綱 

 
愛知県地域

子ど も ・ 子

育て支援事

業費補助金

交付要綱 

 
子育て

支援課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

児
童
福
祉
施
設
等 

 
病児保育

施設整備

費補助金 

市
町
村 

  
市町村が、 市町村子ど

も ・ 子育て支援事業計画

に基づく 病児保育事業を

実施する ための施設整備

事業 

 
国直 

 
補助基本

額の 1/3 

 

 
県複 

 
補助基本

額の 1/3 
 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80% 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
＜補助基本額＞ 

次の各項を比較し 低い方の額と する 。  

ア 総事業費から 寄附金、 その他収入額を控除し た額。  

イ  補助対象経費（ 交付要綱別表で定める 工事費又は工事請負

費、 工事事務費等） の実支出額 

ウ  交付要綱別表に定める 基準額の合計額 

 
＜病児保育事業の設備基準（ 病児保育事業実施要綱によ る ） ＞ 

病院・ 診療所、 保育所等に付設さ れた専用ス ペース 又は本事業の

ための専用施設であって、 次のア～ウ の基準を満たすも の 

ア 保育室（ 専用）  

イ  観察室又は安静室（ 専用）  

ウ  調理室（ 本体施設と 兼用可）  

 
○ 市町村子ども ・ 子育て支援事業計画は子ど も・ 子育て支援法第

61 条の規定に基づき 策定する 計画 

 
○ 病児保育事業は児童福祉法第６ 条の３ 第 13 項に規定する 事業 

 
 
 
 
 
 

 
子ど も ・ 子

育て支援施

設整備交付

金交付要綱 
 
愛知県病児

保育施設整

備費補助金

交付要綱 

 
子育て

支援課 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 

（ ただ

し 、 病院

事業ま た

はその附

帯事業と

し て行う

場合）  

 
元利償還

金の 25％

（ 通常

分） を基

準財政需

要額に算

入 

 
公立病院

経営強化

プラ ンに

基づき 行

われる 公

立病院の

機能分

化・ 連携

強化に伴

う 施設・

設備の整

備の病院

事業債の

元利償還

金の 40％

（ 特別

分） を基

準財政需

要額に算

入 

 
なお、 建

物の建築

単価が 85

万円/㎡

を上回る

場合は、

病院事業

債から そ

の相当額

を除いた

上で算入

率を乗じ

る 。  
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

医
療
施
設 

 
回復期病

床整備事

業 

  

医
療
機
関 

 
回復期病床を整備する

ための施設整備事業 

 
国間 

 
補助対象 

事業費の

1/ 2  
 

 
 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 

 
元利償還

金の 25％

（ 通常分）

を基準財

政需要額

に算入 

 
公立病院

経営強化

プラ ンに

基づき 行

われる 公

立病院の

機能分

化・ 連携強

化に伴う

施設・ 設備

の整備の

病院事業

債の元利

償還金の

40％（ 特別

分） を基準

財政需要

額に算入 

 
なお、 建物

の建築単

価が 85 万

円/㎡を上

回る 場合

は、 病院事

業債から

その相当

額を除い

た上で算

入率を乗

じ る 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜補助対象事業＞ 

回復期病床を整備する ための施設の新築・ 増改築、 改修に要する

工事費又は工事請負費 

 
＜基準額＞ 

１ 床当たり  

新築・ 増改築 12, 100 千円 

改修     3, 508 千円 

 
※ 地域医療介護総合確保基金（ 積立の割合： 国 2/3、 県 1/3）

から 補助さ れる  

 
 

 
愛知県地域

医療介護総

合確保基金

事業補助金

交付要綱 

 
医療計

画課 

 
病床規模

適正化事

業 

医
療
機
関 

 
病床規模の適正化に伴

い不要と なる 病棟・ 病

室等を他の用途へ変更

する ための施設整備事

業 

 
国間 

 
補助対象 

事業費の

1/ 2 

  
病院事業 
<充当率> 
100% 

 
＜補助対象事業＞ 

 病床規模の適正化に伴い不要と なる 病棟・ 病室等を他の用途へ変

更する ための施設の改修に要する 工事費又は工事請負費 

 
＜基準額＞ 

 １ 床あたり  

  改修 1, 871 千円 

 
※ 地域医療介護総合確保基金（ 積立の割合： 国 2/3、 県 1/3）

から 補助さ れる  

 
 

 
愛知県地域

医療介護総

合確保基金

事業補助金

交付要綱 

 
医療計

画課 

 
分娩取扱

施設整備

事業 

医
療
機
関 

 
分娩取扱施設と し て必

要な分娩室、 病室等又

は遠隔地から の妊産婦

及びその家族のための

宿泊施設の整備事業 

 
国間 

 
国庫補助

基本額の

1/ 2 
 

 
 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 

 
＜国庫補助基本額＞ 

基準面積×基準単価 

 
分娩室、 病室、 入所室等 

基準面積 １ ㎡あたり の基準単価( ８ 年度)  

194 ㎡ 

鉄筋コ ンク リ ート   558, 000 円 

ブロ ッ ク       444, 000 円 

木造        362, 000 円 

 
宿泊施設 

基準面積 １ ㎡あたり の基準単価( ８ 年度)  

室数×40 ㎡ 

（ ２ 室上限）  

鉄筋コ ンク リ ート   558, 000 円 

ブロ ッ ク       444, 000 円 

木造        362, 000 円 
 

 
医療施設等

施設整備費

補助金交付

要綱 

 
医務課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

医
療
施
設 

 
指定医療

機関等整

備費補助

金 

医
療
機
関 

 
病床確保、 発熱外来又

は自宅療養者への医療

の提供に係る 医療措置

協定を締結する 医療機

関の整備費に対する 補

助 

 
国間 

 
国庫補助

基本額の

1/ 2 
（ 病室の

感染対策

に係る 整

備は国庫

補助基本

額の 1/3）  

 
県複 

 
国庫補助

基本額の

1/ 2 
（ 病室の

感染対策

に係る 整

備は国庫

補助基本

額の 1/3）  
 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 

 
元利償還

金の 25％

（ 通常分）

を基準財

政需要額

に算入 

 
公立病院

経営強化

プラ ンに

基づき 行

われる 公

立病院の

機能分

化・ 連携強

化に伴う

施設・ 設備

の整備の

病院事業

債の元利

償還金の

40％（ 特別

分） を基準

財政需要

額に算入 

 
なお、 建物

の建築単

価が 85 万

円/㎡を上

回る 場合

は、 病院事

業債から

その相当

額を除い

た上で算

入率を乗

じ る 。  

 
 

 
＜国庫補助基本額＞ 

下表の区分ご と の基準額と 対象経費の実支出額と を比較し て少

ない方の額を選定し 、当該選定さ れた額と 総事業費から 寄附金その

他の収入額を控除し た額と を 比較し て少ない方の額を国庫補助基

本額と する 。  

 

 

区分 基準額 

病床確保に係

る 協定締結医

療機関 

病室の感染対策に係る 整備 

１ 室当たり  38, 109 千円 

病棟等の感染対策に係る 整備 

対象面積１ ㎡当たり  基準単価 558, 000 円 

個人防護具保管施設の整備 

対象面積１ ㎡当たり  基準単価 558, 000 円 

簡易陰圧装置 

１ 病床当たり  4, 320 千円 

検査機器（ PCR 検査装置、等温遺伝子増幅装置） 
１ 台当たり  9, 350 千円 

簡易ベッ ド  

１ 台当たり  51, 400 円 

発熱外来に係

る 協定締結医

療機関 

個人防護具保管施設の整備 

対象面積１ ㎡当たり  基準単価 558, 000 円 

検査機器（ PCR 検査装置、等温遺伝子増幅装置） 
１ 台当たり  9, 350 千円 

簡易ベッ ド  

１ 台当たり  51, 400 円 

HEPAフィ ルタ ー付き 空気清浄機（ 陰圧対応可能

なも のに限る 。）  

１ か所当たり  905 千円 
自宅療養者へ

の医療の提供

に係る 協定締

結医療機関 

個人防護具保管施設の整備 

対象面積１ ㎡当たり  基準単価  558, 000 円 

 

 
医療施設等

施設整備費

補助金交付

要綱 

 
医療施設等

設備整備費

補助金交付

要綱 

 
愛知県新興

感染症対応

力強化事業

（ 協定締結

医療機関

（ 施設・ 設

備） 整備事

業） 費補助

金交付要綱 

 
感染症

対策課 

 
精神科病

院地域移

行体制整

備費補助

金 

 

医
療
機
関 

 
精神病床を地域移行に

資する 他の用途へ変更

する ための整備事業 

 
国間 

 
補助対象

事業費の

1/ 2 
 

  
病院事業 
<充当率> 
100% 

 
＜補助対象事業＞ 

精神科病院入院患者の地域移行を促進する ため、病床等を外来施

設やデイ ケア施設等新たな用途に供する ための改修又は施設・ 設備

の整備に要する 工事費ま たは工事請負費等 

 
＜基準額＞ 

 １  施設整備 

   １ ㎡当たり  484 千円 

 
 ２  設備整備 3, 000 千円 

 
※ 地域医療介護総合確保基金（ 積立の割合： 国 2/3、 県 1/3） か

ら 補助さ れる  

 
愛知県地域

医療介護総

合確保基金

事業補助金

交付要綱 

 
医務課 
 

 
特定行為

指定研修

機関施設

整備費補

助金 

医
療
機
関 

 
在宅医療等の推進のた

め、 特定行為研修を実

施する こ と が可能な環

境を整備する ための施

設整備事業 

 
国間 

 
国庫補助

基本額の

1/ 2 
 

 
 

 
 

  
＜国庫補助基本額＞ 

基準面積×基準単価 

 
看護師の特定行為研修の実施に必要な新築、 増改築、 改修に要する

工事費又は工事請負費 

基準面積 １ ㎡あたり の基準単価 

80 ㎡ 

鉄筋コ ンク リ ート   558, 000 円 

ブロ ッ ク       444, 000 円 

木造        362, 000 円 
 

 
医療提供体

制施設整備

交付金交付

要綱 

 
愛知県特定

行為指定研

修機関施設

整備費補助

金交付要綱 

 
医務課 

  
へき 地診

療所施設

整備事業 

市
町
村
等 

 
へき 地診療所及び医師

等用住宅の施設整備事

業（ 新築・ 買収・ 増改

築）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
国間 

 
基本額の

1/ 2 

 
 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
へき 地診

療所に係

る 施設整

備事業（ 病

院事業会

計に係る

事業を除

く ） に要す

る 経費に

充てた病

院事業債

の元利償

還金の

60％を特

別交付税

の基礎数

値と し て

算入 

 
 
 
 

 
＜対象施設＞ 

愛知県へき 地医療対策実施要綱において、 へき 地診療所と し て指

定又は指定予定のも の 

 
＜基本額＞ 

次の方法によ り 算定し た基準額と 補助対象費( 工事費又は工事請

負費及び買収に要する 経費) の実支出額と を施設ごと に比較し て少

ない方の額を選定し 、当該額と 総事業費から 寄附金その他の収入の

額を控除し た額と を比較し て少ない方の額を基本額と する 。  

 
基準面積 新増改築単価( 円/㎡)  

1 無 床   1 60 ㎡ 
2 有床 

⑴5 床以下 240 ㎡ 
⑵6 床以上 760 ㎡ 

3 医師又は歯科 

医師住宅  80 ㎡ 
4 看護師住宅 80 ㎡ 

鉄筋 

コ ンク リ ート  
一般地区 558, 000 
離島豪雪地区 558, 000 

ブロ ッ ク  
一般地区 444, 000 

離島豪雪地区 444, 000 

木造 
一般地区 362, 000 

離島豪雪地区 362, 000 
 

ヘリ ポート １ か所当たり ( 円)  104, 292, 000 
 

 
へき 地保健

医療対策等

実施要綱 

 
医療施設等

施設整備費

補助金交付

要綱 

 
医務課 
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医
療
施
設 

 
へき 地医

療拠点病

院施設整

備事業 

市
町
村
等 

 
へき 地医療拠点病院及

び医師住宅施設整備事

業（ 新築・ 増改築）  

 

 
国間 

 
国庫補助 

基本額の

1/ 2 

 
県複 

 
国庫補助 

基本額の

1/ 2 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 

 

 
元利償還

金の 25％

（ 通常分）

を基準財

政需要額

に算入 

 
公立病院

経営強化

プラ ンに

基づき 行

われる 公

立病院の

機能分

化・ 連携強

化に伴う

施設・ 設備

の整備の

病院事業

債の元利

償還金の

40％（ 特別

分） を基準

財政需要

額に算入 

 
なお、 建物

の建築単

価が 85 万

円/㎡を上

回る 場合

は、 病院事

業債から

その相当

額を除い

た上で算

入率を乗

じ る 。  

 
＜国庫補助基本額＞ 

次の方法によ り 算定し た基準額と 補助対象費( 工事費又は工事請

負費) の実支出額と を施設ごと に比較し て少ない方の額を選定し 、

当該額と 総事業費から 寄附金その他の収入の額を 控除し た額と 都

道府県が補助し た額と を比較し て、 も っと も 少ない額を国庫補助基

本額と する 。  

 
ア 基準面積 

種別 対策 面積( ㎡)  

へき 地医療拠点病院

施設整備事業 

検査・ 放射線・ 手術部門、 病棟 1, 000  

医師又は歯科医師住宅１ 戸当り ( ２

戸を 限度と する )  
80  

 
イ  基準単価 

種別 構造別 単価（ 円/㎡）  

へき 地医療拠点病院

施設整備事業 

ブロ ッ ク  

病棟 

診療棟 

医師住宅 

444, 000 
444, 000 
444, 000 

鉄筋 

コ ン ク リ ート  

病棟 

診療棟 

医師住宅 

558, 000 
558, 000 
558, 000 

木造 医師住宅 362, 000 

 
 

 
へき 地保健 
医療対策等

実施要綱 

 
医療施設等

施設整備費

補助金交付

要綱 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
医務課 

 
重症難病

患者拠

点・ 協力

病院設備 
整備費補

助金 

市
町
村
等 

 
難病診療連携拠点病院

及び難病医療協力病院

の設備整備事業 

 
国間 

 
国庫補助

基本額の

1/3

  
  

 
県複 

 
国庫補助

基本額の

1/3

  

 
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
＜国庫補助基本額＞ 

下記の基準額と 補助対象経費の実支出額と を比較し て少ない方の

額を選定し 、 当該選定さ れた額と 総事業費から 寄附金その他の収入

額を控除し た額と を比較し て少ない方の額を国庫補助基準額と す

る 。  

 
１  人工呼吸器  

   2, 452, 000 円×厚生労働大臣が必要と 認めた台数 

 
２  患者監視( モニタ リ ング) 装置 

   1, 563, 000 円×厚生労働大臣が必要と 認めた台数 

 
３  非常用発電機 

   212, 000 円×厚生労働大臣が必要と 認めた台数 

 
 

 
重症難病患

者拠点・ 協

力病院設備

整備事業実

施要綱 

 
保健衛生施

設等施設・

設備整備費

国庫補助金

交付要綱 

 

 
健康対 

策課 

 
マンモグ

ラ フ ィ 検

診精度向

上事業 

市
町
村
等 

 
デジタ ル式マンモグラ

フ ィ 装置を導入し てい

る 検診機関等を対象と

し た、 読影診断の支援

が可能な体制整備に対

する 補助 

 
国直 

 
国庫補助

基本額の

1/ 2 

 
 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
＜国庫補助基本額＞ 

マンモグラ フィ 画像読影支援シス テムの設備を購入する ために必

要な備品購入費 

 16, 200, 000 円×厚生労働大臣が必要と 認めた台数 

 
 

 
マンモグラ

フィ 検診精

度向上事業

実施要綱 

 
保健衛生施

設等施設・

設備整備費

国庫補助金

交付要綱 

 
健康対

策課 

 
末梢血幹

細胞採取

施設設備

整備事業 

市
町
村
等 

 
末梢血幹細胞採取施設

の設備整備事業 

 
国直 

 
国庫補助

基本額の

10/ 10 

  
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
＜国庫補助基本額＞ 

下記の基準額と 補助対象経費（ 造血幹細胞数測定装置を購入する

ために必要な備品購入費） の実支出額と を比較し て少ない方の額を

選定し 、 当該選定さ れた額と 総事業費から 寄附金その他の収入額を

控除し た額と を比較し て少ない方の額を国庫補助基準額と する 。  

 
造血幹細胞数測定装置 

１ 施設当たり  15, 598, 000 円 

 
保健衛生施

設等施設・

設備整備費

国庫補助金

交付要綱 

 
末梢血幹細

胞採取施設

設備整備事

業実施要綱 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
医薬安

全課 

施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

医
療
施
設 

 
エイ ズ治

療拠点病

院整備費

補助金 

市
町
村
等 

 
エイ ズ治療拠点病院の

治療個室等の施設整備

事業 

 
国直 

 
国庫補助

基本額の 

1/ 2 

  
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
元利償還

金の 25％

（ 通常分）

を基準財

政需要額

に算入 

 
公立病院

経営強化

プラ ンに

基づき 行

われる 公

立病院の

機能分

化・ 連携強

化に伴う

施設・ 設備

の整備の

病院事業

債の元利

償還金の

40％（ 特別

分） を基準

財政需要

額に算入 

 
なお、 建物

の建築単

価が85万

円/㎡を上

回る 場合

は、 病院事

業債から

その相当

額を除い

た上で算

入率を乗

じ る 。  

 
＜国庫補助基本額＞ 

下記の１ ～４ の基準額と 補助対象経費の実支出額と を比較し て

少ない方の額を選定し 、 当該選定さ れた額と 総事業費から 寄附金そ

の他の収入額を控除し た額と を比較し て少ない方の額を国庫補助基

準額と する 。  

 
１  個室整備 

１ 室あたり  30, 000千円 

２  剖検室改修 

１ 室あたり  21, 000千円 

３  相談指導( カウ ンセリ ング) 室 

    １ 施設あたり  5, 000千円 

４  エイ ズ専用外来診察室 

    １ 施設あたり  5, 000千円 

 
 
 
 
 
 
 

 
保健衛生施

設等施設・

設備整備費

国庫補助金

交付要綱 

 
 

 

感染症 

対策課 

 
エイ ズ治療拠点病院の

設備整備事業 

 
国直 

 
国庫補助

基本額の

10/ 10 
 

 
 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
＜国庫補助基本額＞ 

全国のエイ ズ拠点病院をネッ ト ワ ーク で繋ぐ ために必要な備品購

入費 

１ 施設あたり  5, 933, 000円 

 
 
 
 
 

 
国直 

 
国庫補助

基本額の

1/ 2 
 

 
 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
＜国庫補助基本額＞ 

上記以外の設備を購入する ために必要な備品購入費 

厚生労働大臣が必要と 認めた額 

 
 
 
 
 

 
感染症指

定医療機

関整備費 
補助金 

市
町
村
等 

 
第一種・ 第二種感染症

指定医療機関の新設、

増設及び改築に伴う 施

設整備事業並 びに 新

設・ 増設に伴う 初年度

設備整備事業 

 
国直 

 
国庫補助

基本額の

1/ 2 

 
県複 

 
国庫補助

基本額の

1/ 2 

 
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
＜国庫補助基本額＞ 

下表の区分ごと の基準額と 補助対象経費の実支出額と を比較し て

少ない方の額を選定し 、 当該選定さ れた額の合計額と 総事業費から

寄附金その他の収入額を控除し た額と を比較し て少ない方の額を国

庫補助基準額と する 。  

 

区分 基  準   額  

第一種 

1 新設、 増設及び改築事業 

  厚生労働大臣が必要と 認めた額 

2 新設又は増設に伴う 初度設備整備事業 

  厚生労働大臣が必要と 認めた額 

第二種 

1 新設、 増設、 改築、 改造及び補修事業 

⑴新設、 増設及び改築    

基準単価×15. 0 ㎡×厚生労働大臣の認め 

た病床数 

⑵改造及び補修            

厚生労働大臣が必要と 認めた額 

2 新設又は増設に伴う 初度設備事業 

   厚生労働大臣が必要と 認めた額 

 
 
<基準単価>                    （ 単位： 円） 

  
鉄 筋 

 
ブロ ッ ク  

新設・ 増設 289, 300 252, 600 

改築 283, 300 246, 300 

 
 

 
保健衛生施

設等施設・

設備整備費

国庫補助金

交付要綱 

 
感染症指定

医療機関整

備費補助金

交付要綱 

 
感染症

対策課 

 
結核患者

収容モデ

ル病室施

設整備事

業 

市
町
村
等 

 
結核患者収容モデル病

室の施設整備事業 

 
国直 

 
定額 

 

  
病院事業 
<充当率> 
100% 
 

 
＜補助金交付額＞  

厚生労働大臣の認めた額と 補助対象経費の実支出額と を比較し て

少ない方の額を選定し 、 当該選定さ れた額と 総事業費から 寄附金そ

の他の収入額を控除し た額と を比較し て少ない方の額を交付額と す

る 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
保健衛生施

設等施設・

設備整備費

国庫補助金

交付要綱 

 
感染症

対策課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根 拠 法 令 等 

 
 

摘 要 

国
民
健
康
保
険
直
営
診
療
施
設 

  
国民健康

保険直営

診療施設

整備事業 

 

市
町
村 

 
国民健康保険の建物

（ 診療所、 病院、 医

師住宅（ 歯科医師住

宅を含む。）、 看護師

宿舎及び院内託児施

設等（ 結核、 精神疾

患、 感染症のみを対

象と する 施設は除

く 。）） 又は医療機械

等（ 医療機械器具、

患者輸送車、 巡回診

療車及び巡回診療

船） の設置又は整備 

 
国間 

 
補助対象

事業費の

1/ 3 
 

 
 

 
病院事業 

<充当率> 

100% 
 

 
元利償還

金の 25％

（ 通常分）

を基準財

政需要額

に算入 

 
公立病院

経営強化

プラ ンに

基づき 行

われる 公

立病院の

機能分

化・ 連携強

化に伴う

施設・ 設備

の整備の

病院事業

債の元利

償還金の

40％（ 特別

分） を基準

財政需要

額に算入 

 
なお、 建物

の建築単

価が 85 万

円/㎡を上

回る 場合

は、 病院事

業債から

その相当

額を除い

た上で算

入率を乗

じ る 。  

 
＜補助対象事業費＞ 

施設ごと に、次表の種目ごと の基準額と 対象経費の実支出額と を

比較し て少ない方の額と 種目ごと の総事業費から 寄附金その他の

収入額を控除し た額と を比較し て少ない方の額 

 
＜基準額＞ 

 
⑴ 施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）  「 甲型」、「 乙型」、「 丙型」 及び「 丁型」 と は、 昭和 35 年４

月 14 日厚生省発保第 67 号通知の「 国民健康保険診療施設設置

規格」 に定める 規格である こ と 。  

 
 

給食棟面積換算表（ 厚生労働大臣が別に定める 面積）  

一般病床数（ 床）  給食棟面積（ ㎡）  

20 61. 2 
21～30 84. 3 
31～40 102. 5 
41～50 119. 0 
51～60 137. 2 
61～70 154. 7 
71～80 171. 2 
81～90 185. 1 
91 以上 201. 7 

 
 

⑵ 設備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
国民健康保

険調整交付

金（ 保健事業

分） 交付要綱 

 
国民健

康保険

課 

 

診断用 13, 200, 000

診断用 3, 300, 000

診療所

3, 300, 000円（ 新築、 改築

又は再開にと も な い取得

する 場合は、 9, 900, 000

円） 以内の額で 、 厚生労

働大臣が必要と 認めた 額

病院 8, 250, 000

A級
バス 型

おおむね

全長8. 2m、 全幅2. 5m

全高3. 0m、 125馬力程度
車体 2, 457, 000

B級
バス 型

おおむね

全長5. 2m、 全幅2. 0m

全高2. 2m、 60馬力程度
車体 1, 281, 000

A級
汽船

おおむね

全長12. 0m、 全幅3. 0m

深さ 1. 5m、 総㌧数7㌧程度

船体（ 動力

を 含む）
6, 050, 000

B級

汽船

おおむね

全長8. 0m、 全幅2. 5m

深さ 1. 2m、 総㌧数6. 5㌧程度

船体（ 動力

を 含む）
1, 430, 000

区
　
分

種　 目　 及　 び　 規　 格

種　 目 規　 　 格

レ ン ト ゲ
ン 装置医

療
機
械
器
具

X線テ レ ビ 用

一般用

基準額（ 単位： 円）

購入費の額が下記の基準額を 下回る

と き は、 その購入費の額と する

厚生労働大臣が 必要と 認め た 医
療機械器具

患者輸送車

巡回診療車

そ の 他の
医療機械

器具

医
　
療
　
機
　
械
　
等

ラ イ ト バン 型（ おおむね2, 000cc）

マ イ ク ロ バス 又は ジ ープ 型 1, 281, 000

1, 026, 000

巡回診療船

種
目

62. 0

176. 9

469. 4

一般病床数が6床を 超え る と き

は、 その超え る 分について1床

増すご と に12. 6㎡を 加算し た

面積であ る こ と 。

診　 療　 棟 648. 3

病　 　 棟 278. 9

一般病床数が20床を 超え る と

き は、 その超え る 分について 1

床増すご と に12. 6㎡を 加算し

た 面積であ る こ と 。

給　 食　 棟

乙　 　 型 1戸

丙　 　 型 2戸

一般病床20～35床 3戸

一般病床36～50床 4戸

一般病床51床以上 5戸

看
護
師
宿
舎

収容定員×5㎡
（ た だし 、 診療所について は10人、 病院

について は20人を 限度と する 。 ）

病院の病床数が20床のと き は82. 0㎡と

し 、 20床を 超える 分について 4床増すご と

に16. 4㎡を 加算し た 面積であ る こ と 。

木
造

176, 200

ブ
ロ
ッ

ク
造

153, 200

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー

ト
造

176, 200

１ 　 種目及び規格

1戸につき 82. 0

施設の種目及び規格ご と に下記の建築基準単価に基準面積を 乗じ て

得た 額。 建築単価又は建築面積が建築基準単価又は基準面積を 下回

る と き は、 当該建築単価又は建築面積を そ れぞれ建築基準単価又は

基準面積と みなし て 算出する 。

２ 　 基準面積及び基準額

基準面積（ 単位： ㎡）
建築基準単価

（ 1㎡当た り 　 単位： 円）

厚生労働大臣が別に 定める 面積

区
　
　
分

規　 　 格

丙　 　 型

乙　 　 型

甲　 　 型

建
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
物

診
療
所

病
院

丁
型

医
師
住
宅

診
療
所

病
院

院
内
託
児
施
設
等

診　 療　 所

病　 　 院

234, 700 

204, 000 

234, 700 
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